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1． プラン策定の趣旨 

 

本市では、平成８年度に「豊橋市行政改革大綱（平成８～１２年度）」を策定し、

中核市への移行（平成１１年度）に伴う数多くの事務移管や権限移譲など、行政

事務が増大する中で、経費の縮減と組織のスリム化に努めてきました。 

 

また、平成１２年度からは「行政評価システム」を導入し、「量の削減」から「行

政サービスの質の向上」を目指して、政策推進の役割と責任を明確にしながら行

財政システム改革を積極的に進めてきました。 

 

さらに、平成１７年３月に総務省から「地方公共団体における行政改革の推進

のための新たな指針」が示されたことを受けて、「豊橋市経営改革プラン（平成１

７～２２年度）」を策定し、良質な行政サービスの提供と効率的・効果的な行財政

運営の推進に取り組んでいます。 

 

しかしながら、いわゆる「三位一体改革」や景気の後退により本市の歳入面に

おける安定した財源確保が困難な状況が続く一方、社会保障関係費の増加などに

より財政構造の硬直化傾向が見られるなど、依然として厳しい財政状況に置かれ

ています。 

 

また、人口減少・超高齢社会の到来、経済のグローバル化の進展、深刻化する

地球環境問題、安全・安心意識の高まり、国際化の進展、広域的な地域づくりの

推進、地方分権の進展と自治の確立など、本市を取り巻く社会経済情勢や環境の

変化に的確に対応するために、将来を見通した持続可能な行財政運営と分権時代

を生き抜く「地域の力」が今後ますます問われてきます。 

 

行財政改革を進める上では、制度上の制約や長年の慣行、既得権など、克服す

べき多くの課題があります。しかし、こうした厳しい社会経済情勢の中に置かれ

ている今だからこそ、これらの障害を打ち破る絶好のチャンスでもあります。「今

日の改革なくして、明日の豊橋はありえない」という強い決意で、あらゆる障害

を乗り越えて、徹底した行財政改革に取り組まなければなりません。 

 

本市では、「ともに生き、ともにつくる」を基本理念とする「第５次総合計画」

を平成２３年度から推進していくためにも不断の行財政改革に取り組む必要性が

あることから、今後の行財政改革の方針と具体的な取組を示すものとして、新た

な「豊橋市行財政改革プラン」を策定します。 
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２． 現行の「豊橋市経営改革プラン」の取組状況と課題 

 

【経営改革プランの目的と方向性】 

 

目的：「第 4次豊橋市総合計画を実現し、市民満足度の向上を目指す」 

 

 

【3つの方向性に基づく21の取組項目】 

３つの方向性 21の取組項目 

①行政評価の推進 

②健全な財政運営の推進 

③政策調整機能の充実 

④庁内分権化の推進 

⑤人づくりの推進 

⑥政策推進に向けた組織改革 

１．行財政システム改革の推進 

⑦業務改善運動の推進 

①定員管理の適正化 

②給与等の適正化 

③民間委託等の推進（指定管理者制度含む） 

④ＰＦＩ手法の適切な活用 

⑤地方公営企業の経営健全化（市民病院） 

⑥地方公営企業の経営健全化（上下水道局） 

⑦第三セクターの見直し 

⑧事務事業の見直し、補助金等の整理合理化 

⑨公共工事の適切な執行 

⑩電子自治体の推進 

２．効果的、効率的な行政執行体

制の確保 

⑪自主財源の確保 

①公正の確保と透明性の向上 

②市民ニーズの把握 
３．市民とのパートナーシップの

確立 
③市民協働の推進 

※網かけは、集中改革プランとして国が策定を求めている項目 

 

 

【計画期間】 

第 4次総合計画の期間に対応し、「平成17年度から平成 22年度までの6年間」 
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（１）「行財政システム改革の推進」の主な取組と課題 

 

政策を推進するためのシステム改革 

 

 第４次総合計画の着実な実施と進行管理を行うため、実施計画を策定し、その成

果や進捗度合いを毎年、評価・検証しながら改善を進めています。また、これらの

結果を予算編成において、施策の重点化や事業の選択に活かすなど政策調整機能の

充実を図っています。 

今後は、第５次総合計画の着実な推進や国の地域主権改革の進展に対応するため、

自治体間の広域連携など政策推進体制のさらなる強化が必要です。 

 

健全な財政運営と庁内分権化の推進 

  

 厳しい財政状況に対応するため、歳出削減努力と市税収入率の向上、自主財源の

確保や財政状況のわかりやすい公表など財政運営の健全性の確保に努めるとともに、

各部局の政策推進にかかる権限と責任を明確にするため、予算や職員定数の枠配分

など庁内分権を進めています。 

しかしながら、経常収支比率をはじめ財政構造の硬直化傾向が見られることから、

今後とも引き続き財政運営の健全性の確保に向けた取組が必要です。 

 

財政運営の目標値 

区  分 
プラン策定時 

（平成16年度） 
平成 21年度 

目標値 

（平成22年度） 

経常収支比率 84.6% 89.0% 85% 

実質公債費比率 

（当初は公債費比率）

――― 

（12.1%） 

 8.9% 10% 

自主財源比率 65.8% 66.0% 70% 

 

政策推進を担う人づくりと組織改革 

 

 人材育成基本方針の改訂や政策の企画・調整機能を担う部署の設置などにより、

職員の政策形成能力の向上や柔軟で機能的な組織づくりを進めています。また、業

務改善運動の継続的な取組や広域自治体間の職員交流などにより、職員の意欲や改

善意識の醸成に向けて多様な取組を進めています。 

 今後においても、人こそが最大の経営資源であり、職員の意識・意欲を最大限に

活かす人材育成を進めながら組織力の向上と活性化を図ることが必要です。 
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（２）「効果的・効率的な行政執行体制の確保」の主な取組と課題 

  

 事務事業の見直しの徹底や民間ノウハウの活用、さらには公共工事のコスト縮減

対策などにより効率的・効果的な事務事業の実施に努めています。 

また、定員管理、給与等の適正化などにより総人件費の抑制を図る一方で、社会

状況の変化を踏まえ、安全・安心な生活を実現するための体制整備など行政執行体

制の充実強化に努めています。 

今後においても、将来にわたる安定的な市民サービスの提供と市民満足度の向上

に向けて、不断の点検や見直しにより適切な行政執行を図ることが必要です。 

 

 

（３）「市民とのパートナーシップの確立」の主な取組と課題 

 

多様化する市民ニーズに対し、より質の高い公共サービスの提供と、市民の自主

的な活動を促進するため、市民協働推進条例の制定や市民協働推進基金を設置する

とともに、地域生活バス・タクシーの実証運行や岩屋緑地のボランティア活動支援

など、市民との協働事業の創出と協働によるまちづくりを推進しています。 

今後は、さらに市民協働によるまちづくりを計画的、かつ効果的に推進するため、

市民とともに「協働」に対する理解を一層深め、自主的な市民活動の輪がさらに広

がるよう着実かつ総合的な推進を図っていくことが必要です。  

単位：件  

注：平成１８年度は、市制施行１００周年記念事業関係を含む。 

項     目 累計（平成17年度～21年度）

定員管理の適正化（消防職・医療職を除く） 18億 3,319万円

給与等の適正化 70億 4,805万円

民間委託等の推進 27億 2,556万円

事務事業の見直し、補助金等の整理合理化 89億 2,689万円

公共工事の適切な執行 29億 3,900万円

歳出の抑制 

小   計 234億 7,269万円

歳入の増加 市有財産の有効活用（土地の売却収入） 11億 6,897万円

経済的効果額計 246億 4,166万円

区  分 
平成 

17年度

 

18年度

 

19年度

 

20年度 

 

21年度 

市とNPOとの協働事業数 42   87 64 85 87 

市と市民・地域コミュニテ

ィ団体との協働事業数 
29 174 69 34 45 
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３． 新たな行財政改革プランの基本的な考え方 

 

 

（１）プランの位置づけ 

本プランは、「第５次総合計画」と表裏一体となった行財政運営を進めるため、

基本計画に掲げる政策の総合的かつ計画的な推進に必要な行財政改革に関し、具

体的な行動計画を定めるものです。 

また、基本計画には、今後の行財政運営の基本姿勢として以下のとおり努めて

いくことを明示してあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）プランの目的 

 

地域主権改革の進展に伴う新たな行政ニーズや社会経済情勢の変化に伴う市民

ニーズに対して、行政だけで全てに応えることには限界があります。福祉、防犯・

防災、交通、外国人市民との共生など、様々な身近な地域の課題に対して、自ら

が暮らす地域は自らの責任でつくるという自立した地域づくりが必要です。 

 

今日の厳しい社会経済情勢の中で、自立した地域づくりを進めるには、行政は、

真に行政でなければ責任を果たしえない公共の分野で着実にその役割を果たすと

ともに、市民一人ひとりの力、地域の支えあう力といった社会の本質的な力との

融合により本市の活力を高めていくことが大切です。 

 

本市では、こうした考え方に立って、今後の行財政改革に取り組むこととし、

プランにおける目的を以下のように定めることとします。 

 

 

 

 
多様な主体との協働・連携を通じた「豊橋の活力」の向上 

 

基本計画に掲げる政策を総合的かつ計画的に推進するため、連携、協働、

共生など、多くの行政分野に横断的に関わる政策推進上の重要な視点を共有

しながら、地域主権時代にふさわしい自立的な行政体制を整えていくととも

に、計画推進を支える安定した行財政基盤の確立を図り、より効率的・効果

的で透明性の高い行財政運営に努めます。 
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（３）改革方針の基本コンセプト 

 

「豊橋の活力」を高めていくためには、まず、市民一人ひとりがまちづくりの

主役として、地域の身近な問題を自らのこととして考え、それぞれの生活の中で

解決に努めること、そして、個人や家庭で対応できないことには地域で力を合わ

せて取り組むという、いわゆる「地域力」の向上が重要な原動力となり、本市の

限られた財源の中で、将来にわたり安定的な行政サービスを提供していく上でも

大きな力となります。 

 

また、事業者も地域の一員として公益的な地域活動に参画し、地域に貢献する

ことで、ひいては地域経済活動の活性化に資することが大いに期待できます。 

 

一方、行政は、市民や事業者との協働や国・県・周辺自治体との連携を図りな

がら、経営資源（人・もの・金）を最大限に活かすとともに、効率的な行財政運

営に努めながら地域とともに考え、支え合っていくための「行政力」の強化が必

要です。 

 

そこで、プランの目的である「豊橋の活力」の向上を図るため、「地域力」と「行

政力」の２つの視点とそれに基づく３つの基本方針で進めることとします。 

 

 

新たな行財政改革プラン 

 【目的】 【２つの視点】     【３つの基本方針】 

「
豊
橋
の
活
力
」
の
向
上 

地
域
力 

行
政
力 

財政運営の自律性・健全性の確保 

「自立と責任」の強化に向けた行政体制の整備 

市民等の公益的な地域活動の推進 
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（４）基本方針と重点推進項目 

    

   

 

 

市民や事業者等による自主的・自立的な地域活動の輪が一層広がるよう、地域

における活動拠点機能の充実など環境づくりを進めるとともに、「協働」に対する

市民理解の拡大を図るなど、総合的な取組を推進します。 

また、地域経済の活性化に資するため、地域資源の発掘と積極的なシティプロ

モーション活動や企業の公益的な活動の参画機会の拡大を図ります。 

そして、市民が、このまちを誇りに思い、理解を深められるよう本市の特色や

状況について行政情報の積極的な受発信や地域情報の共有化に努めます。 

 

【重点推進項目】 

① 市民の自主的・自立的な活動の推進 
② 地域団体等との協働事業の推進 
③ 地域資源の発掘と積極的なシティプロモーション活動の推進 
④ 企業の公益的な活動への参画機会の拡大による良質なサービスの提供 
⑤ 行政情報の積極的な受発信と地域情報の共有化 
⑥ 行政の協働推進体制の強化と効果的な支援策の推進 
 

 

 

 

国の「地域主権戦略大綱」において、住民に身近な行政は、できる限り地方公

共団体にゆだねることを基本とするとともに、地域住民とともに考え、自らの創

意工夫により、地域のニーズに応じたきめ細かなまちづくりを推進するという改

革の基本的な方向性が示されました。 

こうした国の改革の方向性に対して地方行政は、政策や制度に関する自由度の

拡大とともに自らの責任において条例を制定し、地域を創っていくという「自立

と責任」が強く求められます。 

そのため、こうした時代を担うにふさわしい行政体制の整備に向けて、職員の

政策形成能力や自治立法能力の向上など政策推進体制の強化に取り組むとともに、

自治体間の広域連携の強化に努め、自治体の自立度の向上を図ります。 

また、行政の危機管理体制を強化し、市民の安全・安心の確保に努めるととも

に、内部統制機能の強化により市民の信頼の確保を図ります。 

 

基本方針１ 市民等の公益的な地域活動の推進 

基本方針２ 「自立と責任」の強化に向けた行政体制の整備 
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【重点推進項目】 

⑦ 職員の人材育成と給与等の適正化 
⑧ 政策推進を柱とした組織機構と定員管理の適正化 
⑨ 自治体間の広域連携事業の推進 
⑩ 評価・監査機能の見直しなど内部統制機能の強化 
⑪ 総合的な危機管理体制の充実強化 
 

 

 

 

市税の大幅な減収など、厳しい財政状況の中で、第５次総合計画によるまちづ

くりを着実に推進し、将来にわたって安定的な行政サービスを提供できる財政基

盤を堅持していくことが必要です。 

歳入においては、市税の確実な収納を図るとともに、国県補助金等の積極的な

獲得と広告収入など新たな自主財源の確保や税負担の公平性の観点から使用料・

手数料等の行政サービスの負担のあり方を見直します。 

これと並行して行政執行の見直しと効率化の徹底による財源確保を図るととも

に、市債や基金の計画的な利用や公共施設等の長寿命化や有効活用などにより、

将来にわたる財政負担の適正化に努めるなど、自律的で健全な財政運営を進めま

す。 

また、本市の財政状況に関する市民の関心や理解が一層深まるよう、わかりや

すい公表の工夫と透明性の確保に努めます。 

 

【重点推進項目】 

⑫ 市税の確実な収納と自主財源の確保 
⑬ 受益者負担の原則に立った使用料、手数料等の適正化 
⑭ 将来負担の適正化 
⑮ 事業の見直しと効率化の徹底 
⑯ 地方公営企業の経営健全化の推進 
⑰ 市民にわかりやすい財政状況の公表と透明性の確保 
 

 

（５）計画期間 

 

本プランの取組期間は、「第５次総合計画」の基本計画期間に対応し、 

「平成２３年度から平成２７年度までの５年間」とします。 

基本方針３ 財政運営の自律性・健全性の確保 
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４． 部局別行動計画の取組方針 

１７の重点推進項目について、以下の取組方針の下に進めます。 

 

 

 

 

 

 

重点推進項目 ①  市民の自主的・自立的な活動の推進 

 

ア． 市民や職員の「協働」意識の醸成を図ります。 

イ． 市民の自主的・自立的な地域活動を支援するとともに、行政として

果たすべき役割と責任に基づき事業の見直しを進めます。 

ウ． 市政への市民参加により意見を多く反映できるよう、市民公募の拡

大など新たな市民参画手法を積極的に採り入れます。 

 

 

 

重点推進項目 ②  地域団体等との協働事業の推進 

 

ア． 地域との協働事業を担う地域人材の発掘と育成を図ります。 

イ． 地域団体との協働事業の推進に向けて、地域の主体的な計画づくり

などの取組と体制づくりを積極的に支援します。 

 

 

 

重点推進項目 ③  
地域資源の発掘と積極的なシティプロモーション活

動の推進 

 

ア． 行政の部局横断的な取組体制を強化するとともに、事業の効率的・

効果的な推進を図ります。 

イ． 民間資源の活用や幅広い活動の促進に向けて、民間との連携強化の

仕組みづくりに取り組みます。 

ウ． 地域内向けプロモーション活動の推進により、市民の発信力のアッ

プを目指します。 

 

 

 

基本方針１ 市民等の公益的な地域活動の推進 
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重点推進項目 ④  
企業の公益的な活動への参画機会の拡大による良質

なサービスの提供 

 

ア． 公共サービスの質的な向上や効率的な事業推進が期待できる事業の

民間委託や民営化を推進します。 

イ． 民間の資金やノウハウを活用した指定管理者制度やＰＦＩ手法導入

の更なる可能性を検討するとともに、制度の適切な運用管理に努め

ます。 

ウ． 地元企業の公益的社会貢献活動と連携した活動の促進により、地域

ニーズへの貢献と活性化を目指します。 

 

 

 

重点推進項目 ⑤  行政情報の積極的な受発信と地域情報の共有化 

 

ア． ホームページの充実など多様な広報媒体を活用した広報の充実を図

ります。 

イ． 協働による市民活動の輪の拡大に向けて、活動情報の受発信の仕組

みの充実を図ります。 

ウ． 地域内におけるコミュニケーションが活発に行われるよう、地域情

報の拠点機能を持つ施設の整備や充実を図ります。 

 

 

 

重点推進項目 ⑥  行政の協働推進体制の強化と効果的な支援策の推進 

 

ア． 行政内部の部局横断的な協力体制と連携の強化を図ります。 

イ． 協働事業の推進に向けて、各部局に分散している既存の補助金など

を見直し、地域が主体的に使える資金的な支援を充実します。 

ウ． 市職員による地域活動への参加など、地域のサポート体制の強化を

図ります。 
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重点推進項目 ⑦  職員の人材育成と給与等の適正化 

 

ア． 求める人材像を明らかにし、有為な人材を確保するための採用試験

の実施や多様な任用形態に対応した人材の確保を図ります。 

イ． 職員一人ひとりが、市民感覚や経営感覚とともにコミュニケーショ

ン能力や政策の立案・遂行能力を磨き、「自立と責任」の時代を担う

人材育成に努めます。 

ウ． 有能な若手職員の昇格、登用など職員の意欲とやりがいを高める人

事管理と適正な処遇に努めるとともに、社会経済状況に見合った給

与等の適正化に努めます。 

 

 

重点推進項目 ⑧  政策推進を柱とした組織機構と定員管理の適正化 

 

ア． 「最小の経費で最大の効果をあげる」という行政運営の原則に立っ

て、市民にわかりやすく利用しやすい簡素な組織づくりと定員管理

に努めます。 

イ． 第５次総合計画を着実に推進するために、機能的な組織づくりを行

うとともに、職員一人ひとりが職責と能力を最大限に発揮できる体

制づくりに努めます。 

ウ． 組織の効率性や業務変動を常にチェックし、組織のスクラップアン

ドビルドの徹底と新たな行政課題への迅速な対応など、柔軟な組織

づくりと定員管理に努めます。 

エ． 定員管理においては、新たな「定員適正化計画」（平成２３年度～２

７年度）を作成し、計画的な管理を進めます。 

 

 

重点推進項目 ⑨  自治体間の広域連携事業の推進 

 

ア． 広域的な行政課題に対して自治体間で連携した取組の働きかけを行

い、自治体間相互の効率的・効果的な課題の解決を促進します。 

イ． 広域的な地域づくりに対する職員の理解を深めるため、多様な団体

との人事交流を進めます。 

基本方針２ 「自立と責任」の強化に向けた行政体制の整備 
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重点推進項目 ⑩  評価・監査機能の見直しなど内部統制機能の強化 

 

ア． 第５次総合計画の進捗管理にあたって、行政評価や実施計画により

市民にわかりやすく進捗状況を公表します。 

イ． 国の制度改革の動向を踏まえながら監査機能の見直しなどを進め、

適正な行政執行の確保と信頼性の確保を図ります。 

 

 

 

重点推進項目 ⑪  総合的な危機管理体制の充実強化 

 

ア． 市民の安全・安心な暮らしを守るための危機管理を強化するため、

組織横断的な連携体制の充実強化を図ります。 

イ． 危機管理に対する本市としての指針を策定するとともに、地震災害

時における対応力の強化を図るため業務継続計画を策定・推進しま

す。 

ウ． 危機管理指針に基づき、各部局で想定される危機事案ごとのマニュ

アルを整備します。 
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重点推進項目 ⑫  市税の確実な収納と自主財源の確保 

 

ア． 市税滞納額の収入率向上対策を着実に実施します。 

イ． 広告収入など新たな自主財源の確保に努めます。 

ウ． 未利用地の売却等市有財産の有効活用に努めます。 

エ． 債権管理の適正化対策に努めます。 

 

 

 

重点推進項目 ⑬  
受益者負担の原則に立った使用料、手数料等の適正

化 

 

ア． 使用料、手数料の見直しを行い、受益者負担の適正化と歳入の確保

を図ります。 

イ． 検診や講座受講料などの自己負担額の見直しを行い、受益者負担の

適正化と歳入の確保を図ります。 

 

 

 

重点推進項目 ⑭  将来負担の適正化 

 

ア． 市債の計画的な借入により市債残高の縮減に努めます。 

イ． 基金の計画的な活用により基金残高の確保に努めます。 

ウ． 総合的な公共施設等のマネジメント体制を強化し、施設等の長寿命

化や有効活用と中長期の資金的負担の平準化や抑制に努めます。 

 

 

 

重点推進項目 ⑮  事業の見直しと効率化の徹底 

 

ア． 既存の事務事業について、必要性や費用対効果に関する行政評価の

結果を踏まえた見直しにより、事業の再編・整理、統合、廃止を行

い、無駄な経費の節減を図ります。 

基本方針３ 財政運営の自律性・健全性の確保 
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イ． 補助金、負担金について、長期に渡るものや少額なものなど、その

必要性を根本から見直し、効果的な執行に努めます。 

ウ． 公共工事の執行にあたって、工事の品質を確保しつつコスト縮減対

策に取り組みます。 

エ． 情報システムの全体最適化を推進し、ＩＴ投資額の抑制や調達方法

の透明化などを図ります。 

 

 

 

重点推進項目 ⑯  地方公営企業の経営健全化の推進 

 

ア． 市民病院事業について、東三河地域の基幹病院としての役割を果た

すため、診療体制の整備を推進するとともに、経営の健全化に努め

ます。 

イ． 上下水道事業について、安全・安心で効率的なサービスの提供を図

るとともに、事業の見直しや業務体制の効率化により経営の健全化

に努めます。 

 

 

 

重点推進項目 ⑰  市民にわかりやすい財政状況の公表と透明性の確保 

 

ア． 本市の財政状況や健全性の確保に対する取組状況について、行財政

白書などを通じて市民にわかりやすく公表し、情報の共有化と市民

理解の確保に努めます。 

イ． 行政の効果的な事業執行や透明性の一層の強化を図るため、外部視

点による評価・検証の仕組みを検討し、市民にオープンな形で実施

します。 
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５． プランにおける数値目標 

 

３つの基本方針に基づく取組効果を可視化するため、以下の指標と目標値を設定し、

今後の進捗管理を行うこととします。 

 

（１） 自治体間の比較が可能な指標 

 

指標１ 財政指標 

指  標 
基礎数値 

（平成２1年度） 

目  標 

（平成２７年度） 

実質赤字比率 ― ― 

連結実質赤字比率 ― ― 

実質公債費比率  ８．９％  ９％ 

健

全

化

判

断

比

率 将来負担比率 ８８．０％ ９０％ 

経常収支比率 ８９．０％ ８５％ 

注：「実質赤字比率」及び「連結実質赤字比率」の数値欄の「－」は赤字がないことを示します。 

 

指標２ 行政体制に関する指標 

指  標 
基礎数値 

（平成22年4月 1日現在）

目  標 

（平成28年4月 1日現在）

普通会計部門等の

定員 
２，２２４人 

２，０１４人 

《210人(9.4%)減》 

注：公営企業会計部門の診療体制の充実（病院事業会計）や水道・下水道事業の効率化を含めた

全会計では１６９人の減員（4.8%減）となります。 

 

（２） その他の指標 

指標３ 協働の取組に関する指標 

指  標 
基礎数値 

（平成２０年度） 

目  標 

（平成２７年度） 

新規に取り組んだ協働事業数 ２４件（１年間） １２５件（５年間延べ）

注：この指標は、「豊橋市市民協働推進計画」と整合を図っています。 

 

指標４ 経済的効果に関する指標 

指  標 目  標（平成23～27年度までの累積） 

歳入・歳出の見直しによる

経済的効果額 
７０億円 

注：経済的効果額は、歳入確保策や事業費・人件費の抑制による累積効果額です。
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６． プラン策定スケジュール 

 

（１） 全体策定スケジュール 

 

 

区 分 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 

策定作業 

          

外部意見
の聴取 

   ❑
懇談会 

 ■ 
外部評
価 

❑ 
懇談会 

 
パブコ
メ 

 ❑ 
懇談会 

議会・公表 

     
◎ 
方針 

 
◎ 
素案 

   
◎ 
公表 

 
 
（２） パブリックコメントの実施 

 

プラン（素案）に対する市民意見の募集を実施します。 

 

➣募集期間：平成２２年１２月１日（水）～平成２３年１月４日（火） 

➣閲覧場所：じょほうひろば、カリオンビル、各窓口センター、中央図書館、

市民文化会館、市ホームページ、市役所行政課 

➣回 答 ：寄せられた意見に対する市の考え方について、後日、市のホーム

ページなどで公表します。 

 

（３） 部局別行動計画の作成 

 

プランに定める基本方針や重点取組項目の各取組方針に沿って、改革の実効性や

計画性を高めるため、今後、具体的な部局別行動計画を作成し、このプランととも

に公表します。 

 

 
 
 
 
 
 
 

基本方針の作成 素案作成 部局別行動計画作成
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五十音 用語 説明

き 行政評価システム
行政の活動を一定の目的、基準、視点にしたがって評価し、その結果を改
善に結びつける手法

行政改革大綱
行政改革の目的や、行政改革に取り組むうえでの視点や手法など、基本
となる事項をまとめたもの　（平成９年２月策定）

業務改善運動
市民サービスの向上や効率的な業務執行を行うために、市が行った業務
改善実践事例を共有し、職員の改善意識の向上を目指した取り組み

業務継続計画

自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合に、事業資
産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復
旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継
続のための方法、手段などを取り決めておく計画

け 経営改革プラン

豊橋市経営改革プランは、本市がこれまで進めてきた行政改革から行政
評価に至る取組みの経緯を踏まえ、国から示された「集中改革プラン」の
内容に限定することなく、行財政運営の質的な改革や市民との協働も含
めた改革全体の姿を表すものとして、３つの方向性と21 の具体的な取組
項目を定めている　（平成18 年2 月策定　平成21年2月改定）

経常収支比率

経常的経費（人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出され
る経費）に経常的収入（地方税、普通交付税、地方譲与税、税交付金など
毎年度経常的に収入される一般財源のことで、基金繰入金、繰越金は臨
時的な収入であるため含まれない。）がどの程度充当（使用）されている
かをみることにより、財政構造の弾力性を判断する指標であり、比率が低
いほど弾力性が大きいことを示す

こ 公益的社会貢献活動
市民が自主的に行う不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する活動
であって営利を目的としないものをいう

公共施設等のマネジメント
公共施設を有効的かつ効率的に活用するため、公共施設の維持更新経
費の平準化と抑制を目指す管理手法

三位一体改革

三位一体改革（さんみいったいかいかく）は、日本において国と地方公共
団体に関する行財政システムに関する3つの改革、すなわち（1）国庫補助
負担金の廃止・縮減、（2）税財源の移譲、（3）地方交付税の一体的な見直
し、をいう

し 市債

市の借入金を市債といい、市債には公共施設など長期にわたって市民の
便益となるものを作るときに借入れるもの（通常債）と、国から配分される
地方交付税の不足分を補うため借入れる臨時財政対策債など（赤字地方
債）がある

自主財源比率

歳入総額に対する自主財源（市税、分担金・負担金、使用料・手数料、財
産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入で構成）の占める割合であり、
この割合が高いほど行政活動の自主性と安定性が確保されているといえ
る

実施計画

実施計画は、市民と行政のまちづくりに対する共通の指針となる「総合計
画」(基本構想[長期計画]－基本計画[中期計画]－実施計画[短期計画])
に位置付けられ、基本計画に掲げる取組みの基本方針に基づいて、具体
的な事業計画を明らかにするものであり、社会情勢や財政状況の変化に
柔軟に対応できるよう、計画期間を３年間とし、毎年度見直しを行うもの

【参考　用語解説】
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五十音 用語 説明

し 実質赤字比率
地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化したもので、財政運
営の悪化の度合いを示す

実質公債費比率
市債の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化したもので、実質的
な公債費による財政負担の度合いを示す

指定管理者制度 市が指定する法人、その他の団体に公の施設の管理を代行させる制度

シティプロモーション活動
まちの魅力や特長を、イベントや広報活動などにより戦略的に内外に発
信し、地域の認知度やイメージの浸透度を向上し、活性化を図ること

市民協働
市民及び市が互いの特性を認識し、協力し合い、より良いまちづくりを目
指して、多種多様な取組みを行うことをいう

市民協働推進計画
市民協働によるまちづくりをより一層計画的かつ効果的に推進するため
に新たに目標や期限を定めた取組などを具体的に示した行動計画　(平
成22年～平成27年）

市民協働推進条例
新たな社会的課題に対して、市民と市が、力を合わせて豊かで活力ある
市民協働によるまちを築くための基本的な考え方やしくみを示したもの
（平成19年4月施行）

人材育成基本方針

『豊橋市人材育成基本方針』は、計画的な人材育成、主体的な能力開発
を進めていくことを目的に、本市の人事戦略を進めていく上での人材育成
マスタープランとして策定。目指すべき職員像（期待される人材像）を明確
にし、その育成方針を職員に示すことで、職員自身の意識改革、意欲の
向上を図るなど、人材育成に向けた様々な取り組みを実施　（平成15年6
月策定、平成20年4月改定）

受益者負担
公共事業などを行うとき、特にその利益を受けるもの（受益者）がその利
益に応じて経費を負担すること

将来負担比率
地方公共団体の一般会計等の市債や将来支払っていく可能性のある負
担等の現時点での残高を指標化したもので、将来財政を圧迫する可能性
の度合いを示す指標

せ
（情報システムの）
全体最適化

業務の制度面・運用面からの見直しや、システムの共通化・一元化などを
実施することにより、業務運営の簡素化・効率化・合理化を推進し、経費
の削減や業務効率の向上等を図ること

た 第５次総合計画

将来展望のもとに、自主的かつ総合的なまちづくりを計画的に進めるた
め、まちづくりの長期的な目標から具体的な事業計画までを明らかにする
もので、基本構想、基本計画、実施計画の３つから構成される。基本構想
は、10年後の平成32年度を目標年次とし、目指すまちの姿と、まちづくり
の基本的な考え方を明らかにするもの。基本計画は、平成23年度から27
年度の5年間を計画期間とし、基本構想を推進するための取組みの基本
方針を明らかにするもの。実施計画は、計画期間を3年間とし毎年度見直
しを行い、具体的な事業計画を明らかにするもの
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五十音 用語 説明

ち 地域コミュニティ 住民同士の交流が行われている地域の共同体

地域主権 地域のことは地域住民が責任を持って決めていくこと

地域主権戦略大綱

国と地方の関係を見直す地域主権戦略会議によって、国から地方へのひ
も付き補助金を廃止し、基本的に地方自治体が自由に使える一括交付金
を来年度から段階的に導入することや、国が地方の事務を法令で縛る
「義務付け・枠付け」の見直し、法令による都道府県の権限の市町村への
移譲などが盛り込まれている。また、国の出先機関は「原則廃止」を方針
とした上で、ゼロベースで見直しを行い、各府省による事務権限などの自
主的な仕分けを経て、地域主権戦略会議でアクションプランを策定すると
している

地方公営企業
水道事業、鉄道事業、電気事業、ガス事業など地方公共団体が社会公共
の利益を目的として経営する企業である。本市には、水道事業、下水道
事業及び病院事業がある

中核市

日本の大都市制度には、政令指定都市・中核市・特例市の別がある。い
ずれも都市の規模に応じて、市に都道府県の事務権限の一部を移譲する
制度であり、中核市には政令指定都市に準じた事務の範囲が移譲されて
いる。本市は平成11年度に中核市に移行した

て 定員適正化計画
限られた財源の中で効率的に事業を推進するために、適正な職員配置を
行うことを目的とした計画　(現計画期間　平成18年～平成23年）

な 内部統制

業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令
等の遵守並びに資産の保全の４つの目的が達成されているとの合理的な
保証を得るために、業務に組み込まれ、組織内のすべての者によって遂
行されるプロセスをいう

れ 連結実質赤字比率
公営事業会計を含むすべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団
体としての赤字の程度を指標化したもので、財政運営の悪化の度合いを
示す

Ｎ NPO
Non-Profit Organization（民間非営利組織）の略で、自分たちだけでなく社
会の多くの人のためになる様々な活動を行い、団体の構成員や出資者に
対し収益を分配することを目的としない団体の総称

Ｐ ＰＦＩ手法
PFI（Private Finance Initiative）とは、公共施設等の整備等を行うため、設
計、建設、維持管理及び運営等に民間の資金や経営能力、技術的能力
を活用して、効率的かつ効果的に公共サービスの提供を図る手法

 
 


